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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第149期 

前第1四半期 
第150期 

当第1四半期 
第149期 
前期 

会計期間 
自2016年4月 1日 
至2016年6月30日 

自2017年4月 1日 
至2017年6月30日 

自2016年4月 1日 
至2017年3月31日 

収益 （百万円） 921,044 1,124,167 3,996,974 

売上総利益 （百万円） 197,345 231,831 842,698 

四半期（当期）利益 

（親会社の所有者に帰属） 
（百万円） 22,660 78,224 170,889 

四半期（当期）包括利益 

（親会社の所有者に帰属） 
（百万円） △156,163 83,323 169,715 

親会社の所有者に帰属する持分 （百万円） 2,065,417 2,418,858 2,366,485 

総資産額 （百万円） 7,449,203 7,686,846 7,761,794 

1株当たり親会社所有者帰属持分 （円） 1,654.80 1,937.62 1,895.81 

基本的1株当たり四半期（当期）利益 

（親会社の所有者に帰属） 
（円） 18.16 62.66 136.91 

希薄化後1株当たり四半期（当期）利益 

（親会社の所有者に帰属） 
（円） 18.14 62.61 136.81 

親会社所有者帰属持分比率 （％） 27.7 31.5 30.5 

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 119,631 △7,913 345,788 

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △48,977 △37,895 △180,673 

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △94,074 △70,044 △254,448 

現金及び現金同等物の四半期末（期末）

残高 
（百万円） 817,206 660,649 776,464 

(注)  １  当社は、国際会計基準（以下、IFRS）に基づいて連結財務諸表を作成しております。

２  本報告書においては、第1四半期連結会計期間及び第1四半期連結累計期間を「第1四半期」、前連結会計年度

を「前期」と記載しております。 

 

２【事業の内容】

当第1四半期において、事業の内容に重要な変更はありません。 

なお、当社は、2017年4月1日付で、在米州の子会社持分の一部について帰属セグメントを見直しております。これに

伴い、金属事業部門及び輸送機・建機事業部門における主要な関係会社を以下のとおり変更しております。

セグメント 取扱商品又は事業の内容 主要な関係会社名 

金属 

鉄鋼及び非鉄金属製品の国内・貿易取引、加工及び関連事業を推進。  住商メタレックス 

 住友商事グローバルメタルズ 

 Eryngium 

 Press Metal Bintulu 

輸送機・建機 

リースビジネス、並びに船舶・航空機・鉄道交通システム・自動車・建設機械及び関

連機器・部品の国内・貿易取引及び関連事業を推進。 

 三井住友ファイナンス＆リース 

 SMBC Aviation Capital 

 住友三井オートサービス 

 Bank Tabungan Pensiunan Nasional 

 

- 1 -

2017/08/04 09:15:03／16282395_住友商事株式会社_第１四半期報告書



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第1四半期において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前期の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

特記事項はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の状況

企業環境 

当第1四半期の世界経済は緩やかな成長が続きました。米国経済は新政権の下、成長は続いていますが、当初想

定より成長ペースは緩やかになっています。ユーロ圏では景気回復の動きが続いています。中国では財政支援の

下、緩やかな成長が続いており、アジア周縁国もその影響を受け、景気持ち直しの兆しが見られます。中南米では

インフレ対策のための金融引締めの影響が残り、回復の動きは緩慢になっています。なお、国際商品市況は価格調

整が一巡し、商品ごとに強弱あるものの概ね堅調に推移しています。

国内経済は、低失業率も手伝って個人消費は堅調に推移しており、海外経済の持ち直しが続いていること、及び

為替レートの安定に支えられ、輸出も概ね安定しています。また、昨年度の補正予算執行が景気の下支えとなって

いると見られます。設備投資は高水準の企業収益を背景に回復の兆しが見られます。 

 

業績 

当第1四半期の収益は、資源価格上昇の影響などから前年同期に比べ2,031億円増加し、1兆1,242億円となりまし

た。売上総利益は、ボリビア銀・亜鉛・鉛事業や豪州石炭事業で増益となったことに加え、不動産事業が堅調に推

移していることなどから前年同期に比べ345億円増加し、2,318億円となりました。販売費及び一般管理費は、前年

同期に比べ48億円増加し、1,757億円となりました。その他の損益は、前年同期にボリビア銀・亜鉛・鉛事業で税

引当を計上したことの反動などから前年同期に比べ147億円増加し、36億円の利益となりました。持分法による投

資損益は、リース事業やマレーシアアルミニウム製錬事業が堅調に推移したことなどから前年同期に比べ152億円

増加し、362億円の利益となりました。これらの結果、親会社の所有者に帰属する四半期利益は782億円となり、前

年同期に比べ556億円の増益となりました。

なお、親会社の所有者に帰属する四半期利益のセグメント別の状況は次のとおりです。

・金属事業部門では、海外スチールサービスセンター事業が堅調に推移したことに加え、前年同期低調であった北

米鋼管事業の持分を当第1四半期に「海外現地法人・海外支店」セグメントに移管したことなどから、前年同期

に比べ35億円増益の56億円となりました。 

・輸送機・建機事業部門では、在米州の子会社持分の一部を当第1四半期に「海外現地法人・海外支店」セグメン

トに移管したことに伴う減益要因があった一方、リース事業やインドネシア自動車金融事業が堅調に推移したこ

となどから、前年同期に比べ48億円増益の122億円となりました。 

・環境・インフラ事業部門では、海外発電事業が堅調に推移したことに加え、大型EPC案件の建設進捗などから、

前年同期に比べ31億円増益の59億円となりました。 

・メディア・生活関連事業部門では、国内主要事業会社や不動産事業が堅調に推移したことなどから、前年同期に

比べ57億円増益の212億円となりました。 

・資源・化学品事業部門では、資源価格の上昇によりボリビア銀・亜鉛・鉛事業や豪州石炭事業が堅調に推移しま

した。また、前年同期にボリビア銀・亜鉛・鉛事業で源泉税に係る税引当を計上したことの反動などから、前年

同期に比べ280億円増益の151億円となりました。 

・海外現地法人・海外支店では、北米鋼管事業の収益が改善したことに加え、在米州の子会社持分の一部につい

て、各事業部門セグメントより当第1四半期に当セグメントに移管したことなどから、前年同期に比べ122億円増

益の161億円となりました。 

- 2 -

2017/08/04 09:15:03／16282395_住友商事株式会社_第１四半期報告書



(2)キャッシュ・フローの状況

当第1四半期の営業活動によるキャッシュ・フローは、メディア・生活関連の主要事業を中心としたコアビジネ

スが順調に資金を創出した一方で、運転資金が増加したことなどから、79億円のキャッシュ・アウトとなりまし

た。

投資活動によるキャッシュ・フローは、米国オフィスビルの一部売却など資産入替えによる回収が約500億円あ

った一方で、ブラジル水事業への参画や住友精密工業の株式取得など、約700億円の投融資を行ったことなどか

ら、379億円のキャッシュ・アウトとなりました。

これらの結果、営業活動によるキャッシュ・フローに投資活動によるキャッシュ・フローを加えたフリーキャッ

シュ・フローは、458億円のキャッシュ・アウトとなりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済や配当金の支払などにより、700億円のキャッシュ・アウ

トとなりました。以上の結果、当第1四半期末の現金及び現金同等物は、前期末に比べ1,158億円減少し6,606億円

となりました。

 

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第1四半期において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4)研究開発活動

特記事項はありません。

 

(5)経営戦略の現状と見通し

中期経営計画「Be the Best, Be the One 2017」の概要と進捗状況 

当社の中期経営計画に関する以下の説明は、数々の判断、見積り、前提に基づき算出された今後の見通しに関す

るものです。なお、文中における将来に関する情報は、別段の記載がない限り、当四半期報告書提出日現在におけ

る当社の判断、目標、一定の前提または仮定に基づく予想等であり、将来そのとおりに実現する保証はありませ

ん。

①基本方針 

当社は、2015年4月にスタートした、2015年度、2016年度及び2017年度を対象とする中期経営計画「Be the 

Best, Be the One 2017 (BBBO2017)」において、当社のビジネスを取り巻く諸環境の変化や、2014年度に発生し

た大型減損損失等で顕在化した経営課題を踏まえ、グループ一丸となって課題を克服し、「創立100周年（2019

年度）に向けて目指す姿」実現への道筋をつけることをテーマに、経営改革の推進、成長戦略の推進、「個の

力」と「組織の力」の強化、財務健全性の確保に取り組んでいます。 
 
②定量計画 

BBBO2017では、以下の数値を目標にします。 

    年度/期間 当初計画 修正計画（2017年5月） 

 利益計画  連結純利益 （注1） 2017年度 3,000億円以上 2,300億円 

 
 ROA 2017年度 3.0％以上 2.5％以上 

 リスク・リターン （注2） 2017年度 10.0％以上 9.0％以上 

   ROE 2017年度 10.0％程度 9.0％程度 

 財務方針 

 

 

 コア・リスクバッファーと 

 リスクアセットのバランス （注3） 

2017年度末 

までに 
バランス回復 バランス回復 

 フリーキャッシュ・フロー 3年合計 ＋2,000億円 ＋7,000億円 

 配当後フリーキャッシュ・フロー 3年合計 黒字確保 ＋5,000億円 

 投資計画 3年合計 1兆2,000億円 1兆円 

（注１） 「連結純利益」は、国際会計基準（IFRS）の「当期利益（親会社の所有者に帰属）」と同じ内容を示しています。 

（注２） 「リスク・リターン」とは、事業が抱えるリスクに対する収益性をみる指標です。「当該事業で得られる連結純利益（税引

後）で捉えた収益（リターン）」を、「当該事業のリスクが現実のものとなった場合に生じうる最大損失可能性額（リスク

アセット）」で除して、算出します。 

（注３） 「リスクアセット」とは、最大損失可能性額のことであり、売掛金、棚卸資産、固定資産及び株式・出資金等を含む資産

に、その潜在的な損失リスクに応じ当社が独自に設定したリスクウェイトを乗じ、さらにデリバティブ、契約及び偶発債務

に係る潜在的な損失可能性額を加えることにより算出されております。この最大損失可能性額は、各ビジネスに係る資産の

市場価値の変動性に基づき統計的に測定されるものであり、全般的な経済環境や業界の傾向等を考慮した数々の主観的な判

断、見積り及び前提に基づいて測定されております。「コア・リスクバッファー」とは、「資本金」、「剰余金」及び「在

外営業活動体の換算差額」の和から「自己株式」を差引いて得られる数値で、当社は、最大損失可能性額である「リスクア

セット」を「コア・リスクバッファー」の範囲内に収めることを経営の基本としています。 
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■ 2016年度業績 

2016年度の業績については、チリ銅・モリブデン事業における減損損失を計上したことや、鋼管事業が油価

低迷の影響により減益となった一方で、資源ビジネスが価格上昇、コスト削減、販売数量増加などにより増益

となったことに加え、メディア・生活関連の国内主要事業会社や不動産事業、リース事業が堅調に推移したこ

となどにより、連結純利益は1,300億円の計画に対し、1,709億円となりました。 

 

■ 2017年度業績見通し 

2017年度の業績見通しについては、鋼管事業は下半期以降の収益の回復が見込まれることに加え、資源ビジ

ネスは資源価格上昇の影響により増益が予想されます。また、非資源ビジネスはメディア・生活関連の主要事

業を中心に引続き堅調に推移することが見込まれます。これらの要素に加え、資産入替えを着実に実行し、体

質改善を図るためのコストとして200億円を織込み、2017年度の連結純利益見通しを2,300億円としておりま

す。 

 

マテリアリティ（重要課題）への取組 

社会課題の解決に向けて企業の果たす役割への期待や、環境・社会・ガバナンス（ESG）の側面が企業の評価や

投資行動につながる機運が高まる中、住友の事業精神、住友商事グループの経営理念（注1）を踏まえ、事業活動

を通じて、自らの強みを生かして優先的に取組むべき課題を、「社会とともに持続的に成長するための6つのマテ

リアリティ（重要課題）」として特定しました。 

 

 

「社会とともに持続的に成長するための6つのマテリアリティ（重要課題）」を、事業戦略の策定や個々のビジ

ネスの意思決定プロセスにおける重要な要素と位置付け、事業活動を通じて課題を解決することで持続的な成長を

図っていきます。 
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（注１） 住友の事業精神、住友商事グループの経営理念については、当社ウェブサイト 

     （http://www.sumitomocorp.co.jp/company/policy/principles/）をご参照ください。 

（注２） Sustainable Development Goalsの略称。2030年までの世界規模の課題が盛り込まれた17の目標。2015年に国連総会で 

     全ての加盟国（193か国）により採択されました。 
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(6)資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社は、一般的に、営業活動によるキャッシュ・フローや、銀行借入、資本市場における社債発行、及びコマー

シャルペーパーの発行等により、資金調達を行っております。当社の財務運営の方針・目的は、中長期にわたり、

安定的かつ低利な資金調達を行うこと、及び十分な流動性を保持することです。

 

当社は総額3兆3,716億円の社債及び借入金を有しており、このうち短期の借入金は、前期末比401億円増加の

2,294億円で、内訳は短期借入金（主として銀行借入金）1,234億円、コマーシャルペーパー1,060億円となってお

ります。

 

また、流動性については、従来、金融市場の混乱等、いくつかの有事シナリオを想定の上、必要な流動性額の保

持につとめており、当第1四半期末時点においても十分な流動性を保持しております。

 

当社は、当第1四半期末時点で、総額1,260百万米ドル及び4,450億円を上限とする即時に借入可能な複数のコミ

ットメントラインを締結しておりますが、当第1四半期末時点で、これらのコミットメントラインに基づく借入は

ありません。また、これらのコミットメントラインには、借入の実行を制限する重大なコベナンツ、格付トリガー

条項などは付されておりません。なお、これらのコミットメントラインのほかに、当社は、コミットメントベース

でない借入枠を有しております。

 

当社は、資本市場での直接調達を目的として、国内外で複数の資金調達プログラムを設定しております。当第1

四半期末時点での当社の長期及び短期の信用格付は、ムーディーズでBaa1/P-2（見通しネガティブ）、スタンダー

ド＆プアーズでA-/A-2（見通しネガティブ）、格付投資情報センターでA+/a-1（見通し安定的）となっておりま

す。

 

当第1四半期末の資産合計は、投融資実行に伴う増加があった一方で、資産入替えに伴う減少があったことなど

から、前期末に比べ749億円減少し、7兆6,868億円となりました。

 

資本のうち親会社の所有者に帰属する持分合計は、親会社の所有者に帰属する四半期利益の積上げにより、前期

末に比べ524億円増加し、2兆4,189億円となりました。 

 

現預金ネット後の有利子負債は、前期末に比べ690億円増加し、2兆6,969億円となりました。この結果、ネット
のデット・エクイティ・レシオ（有利子負債（ネット）／親会社の所有者に帰属する持分合計）は、1.1倍となり
ました。

 

(7)主要な設備の状況

当第1四半期において、米国のオフィスビルの一部を売却しております。

 

(8)仕入、成約及び販売の状況

当第1四半期において、資源価格上昇の影響及び北米鋼管事業の回復等により収益が大幅に増加しております。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 2,000,000,000

計 2,000,000,000

 

② 【発行済株式】

種類
当第1四半期末

現在発行数（株）
（2017年6月30日）

提出日現在
発行数（株）

（2017年8月7日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品 

取引業協会名
内容

普通株式 1,250,602,867 1,250,602,867

東京、名古屋（以上

市場第一部）及び福岡

の各証券取引所

完全議決権株式（権利

内容に何ら限定がなく、

当社において標準となる

株式）

単元株式数100株

計 1,250,602,867 1,250,602,867 － －

（注）１ 提出日現在の発行数には、2017年8月1日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれておりません。

２ 米国において、米国預託証券（ADR）を発行しております。

 

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

 2017年4月1日～ 

  2017年6月30日 
－ 1,250,602,867 － 219,278 － 230,412 

 

(6)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第1四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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(7)【議決権の状況】

当第1四半期末現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載することが

できないことから、直前の基準日（2017年3月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

  （2017年6月30日現在）
   

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式        2,333,600

（相互保有株式）

普通株式          264,300

－

「１(1)②発行済株式」の

「内容」欄に記載のとおりで

あります。

完全議決権株式（その他） 普通株式    1,247,632,200 12,476,302 同上

単元未満株式 普通株式          372,767 －
同上

1単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 1,250,602,867 － －

総株主の議決権 － 12,476,302 －

（注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の株式数及び議決権の数には、証券保管振替機構名義の株式6,500株及びこ

の株式に係る議決権65個が含まれております。また、同欄の株式数には、株主名簿上は当社名義となってい

るが実質的に所有していない株式2,000株が含まれておりますが、この株式に係る議決権20個は同欄の議決権

の数には含まれておりません。

２ 「単元未満株式」欄の株式数に含まれる自己株式、証券保管振替機構名義の失念株式及び相互保有株式の所

有者並びに所有株式数は次のとおりであります。

      住友商事 92株 証券保管振替機構 10株 住友精密工業 47株

 

② 【自己株式等】

  （2017年6月30日現在）
  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数
（株）

他人名義 
所有株式数
（株）

所有株式数 
の合計
（株）

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合（％）

（自己保有株式）          

住友商事
東京都中央区晴海1丁目8番

11号
2,333,600 － 2,333,600 0.19

（相互保有株式）          

ＮＳステンレス
東京都中央区日本橋本石町

3丁目2番2号
71,100 － 71,100 0.01

日新製糖
東京都中央区日本橋小網町

14番1号
10,000 － 10,000 0.00

住友精密工業 兵庫県尼崎市扶桑町1番10号 183,200 － 183,200 0.01

計 － 2,597,900 － 2,597,900 0.21
 

（注） このほか、株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有していない株式が2,000株あります。なお、当該株

式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含まれております。 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

  １．要約四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年

内閣府令第64号）第1条の2に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことから、同第93条の規定によ

り、国際会計基準第34号「期中財務報告」（以下、IAS第34号）に準拠して作成しております。

なお、本報告書の要約四半期連結財務諸表等の金額の表示は、百万円未満を四捨五入して記載しております。

 

（注）本報告書においては、第1四半期連結会計期間（2017年4月1日から2017年6月30日まで）及び第1四半期連結

累計期間（2017年4月1日から2017年6月30日まで）における当第1四半期連結会計期間及び当第1四半期連結

累計期間を「当第1四半期」、前第1四半期連結会計期間及び前第1四半期連結累計期間を「前第1四半期」と

記載し、前連結会計年度（2016年4月1日から2017年3月31日まで）を「前期」と記載しております。

 

 

  ２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第1四半期連結会計期間（2017年4月1日から2017年6

月30日まで）及び第1四半期連結累計期間（2017年4月1日から2017年6月30日まで）に係る要約四半期連結財務諸表

について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

 

- 9 -

2017/08/04 09:15:03／16282395_住友商事株式会社_第１四半期報告書



１【要約四半期連結財務諸表】

（１）【要約四半期連結財政状態計算書】

   
前期末 

連結財政状態計算書 
（2017年3月31日) 

当第1四半期末 
(2017年6月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資産の部）      

流動資産      

現金及び現金同等物   776,464 660,649 

定期預金   13,996 14,061 

有価証券 ９ 4,647 5,222 

営業債権及びその他の債権 ９,11 1,206,398 1,198,030 

その他の金融資産 ９ 66,550 62,173 

棚卸資産   830,871 888,683 

前渡金   169,084 160,429 

その他の流動資産   253,165 285,404 

流動資産合計   3,321,175 3,274,651 

       

非流動資産      

持分法で会計処理されている投資   1,870,935 1,870,848 

その他の投資 ９ 437,162 447,987 

営業債権及びその他の債権 ９,11 472,462 453,812 

その他の金融資産 ９ 91,937 89,331 

有形固定資産   795,857 807,194 

無形資産   357,359 355,648 

投資不動産   311,115 281,967 

生物資産   12,536 13,221 

長期前払費用   23,498 28,007 

繰延税金資産   67,758 64,180 

非流動資産合計   4,440,619 4,412,195 

       

資産合計 ５ 7,761,794 7,686,846 
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前期末 

連結財政状態計算書 
（2017年3月31日) 

当第1四半期末 
(2017年6月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（負債及び資本の部）      

流動負債      

社債及び借入金 ６,９ 659,257 640,847 

営業債務及びその他の債務 ９ 1,029,294 1,008,325 

その他の金融負債 ９ 53,264 56,450 

未払法人所得税   20,737 25,010 

未払費用   105,164 81,763 

前受金   223,584 186,551 

引当金   4,490 4,346 

その他の流動負債   80,129 73,425 

流動負債合計   2,175,919 2,076,717 

       

非流動負債      

社債及び借入金 ６,９ 2,759,069 2,730,771 

営業債務及びその他の債務 ９ 121,126 114,391 

その他の金融負債 ９ 40,599 38,559 

退職給付に係る負債   28,076 29,393 

引当金   33,210 33,549 

繰延税金負債   116,840 126,568 

非流動負債合計   3,098,920 3,073,231 

負債合計   5,274,839 5,149,948 

       

資本      

資本金   219,279 219,279 

資本剰余金   263,937 264,124 

自己株式   △3,113 △3,043 

その他の資本の構成要素 ７ 309,094 310,798 

利益剰余金   1,577,288 1,627,700 

親会社の所有者に帰属する持分合計   2,366,485 2,418,858 

非支配持分   120,470 118,040 

資本合計   2,486,955 2,536,898 

       

負債及び資本合計   7,761,794 7,686,846 

 

「要約四半期連結財務諸表注記」参照 
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（２）【要約四半期連結包括利益計算書】

   
前第1四半期

（自2016年4月 1日
至2016年6月30日）

当第1四半期
（自2017年4月 1日
至2017年6月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

収益      

商品販売に係る収益   811,361 991,279

サービス及びその他の販売に係る収益   109,683 132,888

  収益合計 ５ 921,044 1,124,167

       

原価      

商品販売に係る原価   △676,816 △834,508

サービス及びその他の販売に係る原価   △46,883 △57,828

  原価合計   △723,699 △892,336

売上総利益 ５ 197,345 231,831

       

その他の収益・費用      

販売費及び一般管理費   △170,894 △175,724

固定資産評価損   △73 －

固定資産売却損益   320 2,673

その他の損益   △11,053 3,622

  その他の収益・費用合計   △181,700 △169,429

       

金融収益及び金融費用      

受取利息   5,756 6,103

支払利息   △6,771 △7,589

受取配当金   3,587 4,734

有価証券損益   △1,628 1,638

  金融収益及び金融費用合計   944 4,886

       

持分法による投資損益   21,001 36,191

税引前四半期利益   37,590 103,479

       

法人所得税費用   △11,745 △23,063

四半期利益   25,845 80,416

       

四半期利益の帰属：      

親会社の所有者 ５ 22,660 78,224

非支配持分   3,185 2,192
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前第1四半期

（自2016年4月 1日
至2016年6月30日）

当第1四半期
（自2017年4月 1日
至2017年6月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

その他の包括利益      

  純損益に振替えられることのない項目      

  FVTOCIの金融資産   △14,650 6,566

  確定給付制度の再測定   △2,287 3,091

  持分法適用会社におけるその他の包括利益に対する持分   38 568

    純損益に振替えられることのない項目合計   △16,899 10,225

       

  その後に純損益に振替えられる可能性のある項目      

  在外営業活動体の換算差額   △163,248 △1,271

  キャッシュ・フロー・ヘッジ   △4,238 △570

  持分法適用会社におけるその他の包括利益に対する持分   △151 △2,966

    その後に純損益に振替えられる可能性のある項目合計   △167,637 △4,807

       

    税引後その他の包括利益   △184,536 5,418

四半期包括利益合計   △158,691 85,834

       

四半期包括利益合計額の帰属：      

親会社の所有者   △156,163 83,323

非支配持分   △2,528 2,511

       

 

1株当たり四半期利益（親会社の所有者に帰属）： 10 （円） （円）

基本的   18.16 62.66

希薄化後   18.14 62.61

 

「要約四半期連結財務諸表注記」参照 
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（３）【要約四半期連結持分変動計算書】

   

前第1四半期

（自2016年4月 1日

至2016年6月30日）

当第1四半期

（自2017年4月 1日

至2017年6月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

資本      

資本金－普通株式      

期首残高   219,279 219,279

期末残高   219,279 219,279

資本剰余金      

期首残高   256,500 263,937

非支配持分の取得及び処分   － △513

その他   1,216 700

期末残高   257,716 264,124

自己株式      

期首残高   △3,344 △3,113

自己株式の取得及び処分   57 70

期末残高   △3,287 △3,043

その他の資本の構成要素 ７    

期首残高   311,880 309,094

その他の包括利益   △178,823 5,099

利益剰余金への振替   3,309 △3,395

期末残高   136,366 310,798

利益剰余金      

期首残高   1,467,194 1,577,288

その他の資本の構成要素からの振替   △3,309 3,395

四半期利益（親会社の所有者に帰属）   22,660 78,224

配当金 ８ △31,202 △31,207

期末残高   1,455,343 1,627,700

親会社の所有者に帰属する持分合計   2,065,417 2,418,858

非支配持分      

期首残高   140,436 120,470

非支配持分株主への配当   △3,008 △3,630

非支配持分の取得及び処分等   545 △1,311

四半期利益（非支配持分に帰属）   3,185 2,192

その他の包括利益   △5,713 319

期末残高   135,445 118,040

資本合計   2,200,862 2,536,898

四半期包括利益合計額の帰属：      

親会社の所有者   △156,163 83,323

非支配持分   △2,528 2,511

四半期包括利益合計   △158,691 85,834

 

「要約四半期連結財務諸表注記」参照
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（４）【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

   
前第1四半期

（自2016年4月 1日
至2016年6月30日）

当第1四半期
（自2017年4月 1日
至2017年6月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー      

四半期利益   25,845 80,416

営業活動によるキャッシュ・フローにするための調整      

減価償却費及び無形資産償却費   28,491 28,974

固定資産評価損   73 －

金融収益及び金融費用   △944 △4,886

持分法による投資損益   △21,001 △36,191

固定資産売却損益   △320 △2,673

法人所得税費用   11,745 23,063

棚卸資産の増減   △31,704 △53,985

営業債権及びその他の債権の増減   86,508 30,834

前払費用の増減   △8,710 △6,612

営業債務及びその他の債務の増減   △18,810 △104,033

その他－純額   25,091 4,890

利息の受取額   5,768 6,100

配当金の受取額   55,518 69,632

利息の支払額   △6,824 △7,601

法人税等の支払額   △31,095 △35,841

営業活動によるキャッシュ・フロー   119,631 △7,913
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前第1四半期

（自2016年4月 1日
至2016年6月30日）

当第1四半期
（自2017年4月 1日
至2017年6月30日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

投資活動によるキャッシュ・フロー      

有形固定資産の売却による収入   1,694 1,886

有形固定資産の取得による支出   △19,713 △23,092

投資不動産の売却による収入   4,023 7,622

投資不動産の取得による支出   △25,711 △2,103

その他の投資の売却による収入   4,062 20,985

その他の投資の取得による支出   △18,158 △46,570

貸付金の回収による収入   54,941 22,718

貸付による支出   △50,115 △19,341

投資活動によるキャッシュ・フロー   △48,977 △37,895

財務活動によるキャッシュ・フロー      

短期借入債務の収支   △14,194 34,834

長期借入債務による収入   23,464 54,784

長期借入債務による支出   △69,794 △123,602

配当金の支払額   △31,202 △31,207

非支配持分株主からの払込による収入   657 －

非支配持分株主からの子会社持分取得による支出   － △1,242

非支配持分株主への配当金の支払額   △3,008 △3,630

自己株式の取得及び処分による収支   3 19

財務活動によるキャッシュ・フロー   △94,074 △70,044

現金及び現金同等物の増減額   △23,420 △115,852

現金及び現金同等物の期首残高   868,755 776,464

現金及び現金同等物の為替変動による影響   △28,129 37

現金及び現金同等物の四半期末残高   817,206 660,649

 

「要約四半期連結財務諸表注記」参照 
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１ 報告企業

住友商事株式会社（以下、親会社）は日本に所在する企業であります。親会社の要約四半期連結財務諸表は、

2017年6月30日を期末日とし、親会社及び子会社（以下、当社）、並びに当社の関連会社及び共同支配の取決めに

対する持分により構成されております。当社は、総合商社として、長年培ってきた「信用」、10万社に及ぶ取引先

との関係である「グローバルリレーション」と全世界の店舗網と事業会社群から構成される「グローバルネットワ

ーク」、また「知的資産」といった「ビジネス基盤」を活用し、「ビジネス創出力」、「ロジスティクス構築

力」、「金融サービス提供力」、「IT活用力」、「リスク管理力」、「情報収集・分析力」といった機能を統合す

ることにより、顧客の多様なニーズに応え、多角的な事業活動をグローバル連結ベースで展開しております。これ

らのビジネス基盤と機能を活用し、当社は多岐にわたる商品・製品の商取引全般に従事しております。当社は、こ

れらの取引において、契約当事者もしくは代理人として活動しております。また、当社は、販売先及び仕入先に対

するファイナンスの提供、都市及び産業インフラ整備プロジェクトの企画立案・調整及び管理運営、システムイン

テグレーションや技術開発におけるコンサルティング、輸送・物流など様々なサービスを提供しております。加え

て、当社は、太陽光発電から情報通信産業まで幅広い産業分野への投資、資源開発、鉄鋼製品や繊維製品等の製

造・加工、不動産の開発・管理、小売店舗運営など、多角的な事業活動を行っております。

 

２ 作成の基礎

当社の要約四半期連結財務諸表はIAS第34号に準拠して作成しており、年次連結財務諸表で要求されている全て

の情報が含まれていないため、前期の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

 

３ 重要な会計方針

本要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、前期の連結財務諸表において適用した会計方針

と同一であります。

 

４ 見積り及び判断の利用

要約四半期連結財務諸表の作成において、マネジメントは、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の

報告額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定の設定を行うことが義務付けられております。実際の業績はこれらの

見積りとは異なる場合があります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影響は、その見積りを

見直した会計期間と将来の会計期間において認識されます。

本要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り及び判断は、前期の連結財務諸表と同様でありま

す。
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５ セグメント情報 

当社のセグメント情報は次のとおりであります。
 

前第1四半期（自2016年4月1日  至2016年6月30日）

 
金属

（百万円）

輸送機
・建機

（百万円）

環境・
インフラ

（百万円）

メディア
・生活関連
（百万円）

資源・
化学品

（百万円）

収益 111,671 121,939 36,199 235,276 147,166

売上総利益 15,959 30,964 12,747 60,849 22,364

四半期利益

（親会社の所有者に帰属） 
2,123 7,428 2,761 15,483 △12,906

資産合計（2017年3月末） 676,055 1,471,865 666,251 1,909,301 1,333,571

 

 
 海外現地法人
・海外支店
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

収益 270,042 922,293 △1,249 921,044

売上総利益 54,047 196,930 415 197,345

四半期利益

（親会社の所有者に帰属） 
3,874 18,763 3,897 22,660

資産合計（2017年3月末） 1,864,439 7,921,482 △159,688 7,761,794

 
当第1四半期（自2017年4月1日  至2017年6月30日）

 
金属

（百万円）

輸送機
・建機

（百万円）

環境・
インフラ

（百万円）

メディア
・生活関連
（百万円）

資源・
化学品

（百万円）

収益 111,958 99,676 61,765 267,230 173,135

売上総利益 16,385 17,673 15,667 66,580 35,912

四半期利益

（親会社の所有者に帰属） 
5,602 12,183 5,906 21,179 15,112

資産合計（2017年6月末） 597,954 1,278,310 657,361 1,841,507 1,298,315

 

 
 海外現地法人
・海外支店
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

収益 412,363 1,126,127 △1,960 1,124,167

売上総利益 80,038 232,255 △424 231,831

四半期利益

（親会社の所有者に帰属） 
16,053 76,035 2,189 78,224

資産合計（2017年6月末） 2,071,888 7,745,335 △58,489 7,686,846

(注)  １  2017年4月1日付で、在米州の子会社持分の一部について帰属セグメントを変更した結果、事業部門セグメント

の総資産が218,524百万円減少し、「海外現地法人・海外支店」セグメントの一部の総資産が同額増加して

          おります。

          当社は経営資源・機能を最適配置する観点から事業の帰属セグメントを継続的に見直しており、上記変更も

          この見直しによるものです。

      ２  各セグメントに配賦できない全社資産は、主に全社目的のために保有される現金及び現金同等物、及び市場性

のある有価証券により構成されております。

      ３  消去又は全社の四半期利益（親会社の所有者に帰属）には、特定の事業セグメントに配賦されない損益、及び

セグメント間の内部取引消去が含まれております。なお、特定の事業セグメントに配賦できない損益のうち、

翌期以降に帰属セグメントが確定した損益については、確定した時点で再配分を行っております。

４  セグメント間の取引は、通常の市場価格にて行われております。
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６ 社債

前第1四半期における社債の発行及び償還に、重要なものはありません。
 

当第1四半期において10,000百万円の社債を発行しております。これは、円建普通社債10,000百万円（利率

0.330％、2027年満期）であります。 

当第1四半期において30,264百万円の社債を償還しております。このうち主なものは、円建普通社債10,000百万

円（利率1.980％、2017年満期）及びSCSK株式会社における円建普通社債10,000百万円（利率0.502％、2017年満

期）であります。 

 

７ その他の資本の構成要素

その他の資本の構成要素の各項目の増減は次のとおりであります。

 

前第1四半期 
（自2016年4月 1日
至2016年6月30日）

（百万円） 

当第1四半期 
（自2017年4月 1日
至2017年6月30日）

（百万円） 

FVTOCIの金融資産    

期首残高 142,580 173,005

その他の包括利益 △13,886 6,938

利益剰余金への振替 362 △310

期末残高 129,056 179,633

確定給付制度の再測定    

期首残高 － －

その他の包括利益 △2,947 3,085

利益剰余金への振替 2,947 △3,085

期末残高 － －

在外営業活動体の換算差額    

期首残高 199,395 157,626

その他の包括利益 △157,544 △1,388

期末残高 41,851 156,238

キャッシュ・フロー・ヘッジ    

期首残高 △30,095 △21,537

その他の包括利益 △4,446 △3,536

期末残高 △34,541 △25,073

その他の資本の構成要素    

期首残高 311,880 309,094

その他の包括利益 △178,823 5,099

利益剰余金への振替 3,309 △3,395

期末残高 136,366 310,798

 

８ 配当

前第1四半期において、1株当たり25円（総額31,202百万円）の配当を支払っております。

また、当第1四半期において、1株当たり25円（総額31,207百万円）の配当を支払っております。
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９ 金融商品の公正価値

(1)公正価値の測定方法

金融資産及び金融負債の公正価値は、次のとおり決定しております。金融商品の公正価値の見積りにおいて、

市場価格が入手できる場合は、市場価格を用いております。市場価格が入手できない金融商品の公正価値に関して

は、将来キャッシュ・フローを割引く方法、またはその他の適切な評価方法により見積っております。

 

現金及び現金同等物、定期預金、有価証券 

  満期までの期間が短期であるため帳簿価額と公正価値はほぼ同額であります。

 

その他の投資 

  市場性のある有価証券の公正価値は市場価格を用いて見積っております。非上場普通株式は、割引将来キャッ

シュ・フロー、収益、利益性及び純資産に基づく評価モデル、類似業種比較法及びその他の評価方法により、公正

価値を算定しております。
 

営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務 

  帳簿価額と公正価値がほぼ同額であるとみなされる変動金利付貸付金等を除く当該債権債務の公正価値について

は、同程度の信用格付を有する貸付先または顧客に対して、同一の残存期間で同条件の貸付または信用供与を行う

場合の金利を用いて、将来キャッシュ・フローを割引く方法により見積っております。
 

社債及び借入金 

  帳簿価額と公正価値がほぼ同額であるとみなされる変動金利付債務を除く社債及び借入金の公正価値について

は、同一の残存期間で同条件の借入を行う場合の金利を用いて、将来キャッシュ・フローを割引く方法により見積

っております。
 

第三者の債務に対する保証 

  金融保証の公正価値は、独立した企業間の取引として、保証人の受け取るまたは受け取り得る保証料に基づき見

積っております。

 

金利スワップ、通貨スワップ及び通貨オプション 

  金利スワップ、通貨スワップ及び通貨オプションの公正価値については、ブローカーによる提示相場や、利用可

能な情報に基づく適切な評価方法により見積っております。

 
為替予約 

  為替予約の公正価値については、同様の条件により行う為替予約の市場価格に基づき見積っております。

 
金利先物取引・債券先物取引 

  金利先物取引・債券先物取引の公正価値については、市場価格を用いて見積っております。

 
商品先物、先渡及びスワップ取引 

  商品先物、先渡及びスワップ取引の公正価値については、市場価格等を用いて見積っております。
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(2)償却原価で測定される金融商品

償却原価で測定される金融商品の公正価値は次のとおりであります。

  

 
前期末 

（2017年3月31日） 
 

 
当第1四半期末 

（2017年6月30日） 
 

帳簿価額 
（百万円） 

公正価値 
（百万円） 

帳簿価額 
（百万円） 

公正価値 
（百万円） 

償却原価で測定される金融資産：        

営業債権及びその他の債権 1,654,154 1,660,537 1,632,166 1,638,961

償却原価で測定される金融負債：        

社債及び借入金 3,418,326 3,430,437 3,371,618 3,384,496

営業債務及びその他の債務 1,071,638 1,071,691 1,048,075 1,048,128

 
  前期末及び当第1四半期末において、償却原価で測定される「有価証券」及び「その他の投資」の帳簿価額は、

5,987百万円及び6,505百万円であり、公正価値は5,987百万円及び6,505百万円であります。

 

(3)公正価値で測定される金融商品

IFRS第13号「公正価値測定」は、公正価値の測定に利用するインプットの重要性を反映させた公正価値の階層

を用いて、公正価値の測定を分類することを要求しております。

 

  公正価値の階層は、以下のレベルとなっております。

レベル1―活発な市場における同一資産・負債の市場価格

レベル2―直接または間接的に観察可能な、公表価格以外の価格で構成されたインプット

レベル3―観察不能な価格を含むインプット

 

  公正価値の測定に使用される公正価値の階層のレベルは、公正価値の測定の重要なインプットのうち、最も低い

レベルにより決定しております。
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  公正価値の階層ごとに分類された、要約四半期連結財政状態計算書に公正価値で認識される金融資産及び金融負

債は次のとおりであります。

 

前期末
（2017年3月31日）

（百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

資産：        

有価証券及びその他の投資        

FVTPLの金融資産 6,435 1 14,843 21,279

FVTOCIの金融資産 339,168 － 75,375 414,543

         

営業債権及びその他の債権（FVTPL) － 24,706 － 24,706

         

その他の金融資産（デリバティブ）        

ヘッジに指定されたデリバティブ － 71,727 － 71,727

ヘッジに指定されないデリバティブ 7,567 90,059 21 97,647

合計 353,170 186,493 90,239 629,902

負債：        

営業債務及びその他の債務（FVTPL) － △78,782 － △78,782

         

その他の金融負債（デリバティブ）        

ヘッジに指定されたデリバティブ － △15,957 － △15,957

ヘッジに指定されないデリバティブ △10,842 △74,633 △3 △85,478

合計 △10,842 △169,372 △3 △180,217

 

 

当第1四半期末
（2017年6月30日）

（百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

資産：        

有価証券及びその他の投資        

FVTPLの金融資産 5,554 1 16,326 21,881

FVTOCIの金融資産 345,123 － 79,700 424,823

         

営業債権及びその他の債権（FVTPL) － 19,676 － 19,676

         

その他の金融資産（デリバティブ）        

ヘッジに指定されたデリバティブ － 67,983 － 67,983

ヘッジに指定されないデリバティブ 10,739 76,163 35 86,937

合計 361,416 163,823 96,061 621,300

負債：        

営業債務及びその他の債務（FVTPL) － △74,641 － △74,641

         

その他の金融負債（デリバティブ）        

ヘッジに指定されたデリバティブ － △15,886 － △15,886

ヘッジに指定されないデリバティブ △10,701 △67,046 － △77,747

合計 △10,701 △157,573 － △168,274
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10 1株当たり四半期利益

親会社の所有者に帰属する基本的1株当たり四半期利益及び希薄化後1株当たり四半期利益は次の情報に基づいて

算定しております。

 
前第1四半期

（自2016年4月 1日
至2016年6月30日）

当第1四半期
（自2017年4月 1日
至2017年6月30日）

四半期利益（親会社の所有者に帰属）（百万円） 22,660 78,224

基本的加重平均普通株式数（株） 1,248,111,282 1,248,344,913

希薄化効果の影響：ストック・オプション 881,415 996,721

希薄化効果の影響調整後加重平均普通株式数 1,248,992,697 1,249,341,634

1株当たり四半期利益（親会社の所有者に帰属）（円）：    

基本的 18.16 62.66

希薄化後 18.14 62.61

 

11 関連当事者取引

当社は、持分法適用会社と第三者間の販売及び仕入取引に関し、多様な仲介取引を行っております。それら取引

による手数料収入に重要性はありません。持分法適用会社との取引は、独立第三者間取引と同様の一般的な取引条

件で行っております。

また、当第1四半期末における要約四半期連結財政状態計算書の「営業債権及びその他の債権」に含まれる持分

法適用会社に対する債権の残高は、流動資産において77,170百万円（前期末84,080百万円）、非流動資産において

79,381百万円（前期末81,113百万円）であります。

 

12 契約及び偶発債務

(1)契約

当社は、通常の営業活動において、一部の商品に関して固定価格または変動価格による長期購入契約を締結して

おります。これらの購入契約に対しては、通常、顧客への販売契約を取り付けております。

 

(2)保証

当社は、様々な保証契約を締結しております。これらの契約には、持分法適用会社やサプライヤー、顧客に対す

る信用補完等が含まれます。

 

主な保証に対する、割引前の将来最大支払可能性額は、次のとおりであります。

 
前期末

（2017年3月31日）
（百万円）

当第1四半期末
（2017年6月30日）

（百万円）

持分法適用会社の債務に対する保証 117,259 89,134

第三者の債務に対する保証 49,652 46,911

合計 166,911 136,045

 

①持分法適用会社の債務に対する保証

当社は、一部の持分法適用会社の銀行借入、仕入先への支払債務及びその他の債務に対して保証を行っておりま

す。一部の保証は、第三者による裏保証が付されております。銀行からの借手である持分法適用会社が返済不能と

なった場合、当社は返済不能額を負担し、また付随する損失を負担することがあります。

 

②第三者の債務に対する保証

当社は、主にサプライヤーや顧客を中心に第三者の債務に対して保証を行っております。当社は債務者が保証債

務の対象となっている債務を返済できない場合、当該債務を負担しなければなりません。一部の保証は、第三者に

よる裏保証が付されており、また、一部の保証債務は債務者の資産により担保されております。

 

上記契約及び保証のうち、損失が見込まれるものに対しては、所要の引当金を計上しており、マネジメントは、

これらに関し重大な追加損失は発生しないものと見込んでおります。 

 

(3)訴訟等 

当社は、事業遂行上偶発的に発生する訴訟や訴訟に至らない請求等を受けておりますが、当社の経営上、重要な

影響を及ぼすものはありません。 
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13 後発事象

当第1四半期の要約四半期連結財務諸表承認日である2017年8月7日現在において、記載すべき重要な後発事象は

ありません。

 

14 要約四半期連結財務諸表の承認

2017年8月7日に、要約四半期連結財務諸表は当社代表取締役 社長執行役員 CEO 中村 邦晴及び最高財務責任者 

高畑 恒一によって承認されております。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

2017年8月7日

住友商事株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 目加田 雅洋    印 

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 前 野 充 次    印 

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 神 塚    勲    印 

 

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている住友商事株式会社

の2017年4月1日から2018年3月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（2017年4月1日から2017年6月30日ま

で）及び第1四半期連結累計期間（2017年4月1日から2017年6月30日まで）に係る要約四半期連結財務諸表、すなわち、要

約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

  経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準第

34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を

整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に

準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

  当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務

報告」に準拠して、住友商事株式会社及び連結子会社の2017年6月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第1四

半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上
 
 
（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の4の8第1項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 2017年8月7日 

【会社名】 住友商事株式会社 

【英訳名】 SUMITOMO CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役 社長執行役員 CEO  中村  邦晴 

【最高財務責任者の役職氏名】 代表取締役 専務執行役員 CFO  高畑  恒一

【本店の所在の場所】 東京都中央区晴海1丁目8番11号 

【縦覧に供する場所】
 
住友商事株式会社  関西支社（大阪） 
（大阪市中央区北浜4丁目5番33号） 

   
住友商事株式会社  中部支社（名古屋） 
（名古屋市中村区名駅1丁目1番3号） 

   
住友商事株式会社  九州支社（福岡） 
（福岡市博多区博多駅前3丁目30番23号） 

   
株式会社東京証券取引所 
（東京都中央区日本橋兜町2番1号） 

   
株式会社名古屋証券取引所 
（名古屋市中区栄3丁目8番20号） 

   
証券会員制法人福岡証券取引所 
（福岡市中央区天神2丁目14番2号） 
 

（注）上記のうち、九州支社（福岡）は、法定の縦覧場所ではありませんが、投資者の便宜を考慮して縦覧に供する場

所としております。
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役 社長執行役員 CEO 中村 邦晴及び最高財務責任者 高畑 恒一は、当社の第150期第1四半期（自

2017年4月1日  至2017年6月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されている

ことを確認しました。

 

２【特記事項】

特記すべき事項はありません。

 

2017/08/04 09:15:03／16282395_住友商事株式会社_第１四半期報告書


	表紙
	目次
	中表紙
	第一部【企業情報】
	第１【企業の概況】
	１【主要な経営指標等の推移】
	２【事業の内容】

	第２【事業の状況】
	１【事業等のリスク】
	２【経営上の重要な契約等】
	３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

	第３【提出会社の状況】
	１【株式等の状況】
	２【役員の状況】

	第４【経理の状況】 
	１【要約四半期連結財務諸表】
	２【その他】


	第二部【提出会社の保証会社等の情報】
	四半期レビュー報告書
	確認書



